
令和８年度（２０２６年度）熊本県公私立高等学校連絡協議会 次第 

 

 

 日時：令和８年（2026年）７月１日(水)１５時～ 

 場所：熊本県庁 審議会室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 委員紹介 会長選出 

 

 

３ 会議の公開・非公開について 

 

 

４ 協 議 

（１）令和９年度（2027年度）熊本県公私立高等学校生徒募集定員につ

いて 

 

 

（２）令和１０年度（2028年度）及び令和１１年度（2029年度）熊本県

公私立高等学校生徒募集定員計画等について 

 

 

５ その他 

 

 

６ 閉 会 

 
 

 



１ 協議会委員

選出区分等 氏　名

半藤　英明

山本　朝昭

松村　秀逸

西山　宗孝

前田　浩志

坂本　憲昭

星田　正治

竹下　文則

横川　修

工藤　晃

２ 関係機関

職　名 氏　　名

主査 松野　郷子

指導主事 本田　悠介

指導主事 西村　良記

３ 事務局

職　名 氏　　名

課 長 草原　俊明

高校改革推進室長 久多見　長久

高校改革推進室主幹 葛西　由貴子

高校改革推進室参事 松﨑　ひかり

課長補佐 田中　良

課長補佐（私学運営支援担当） 黒木　香織

参事 森　理恵

令和８年度（２０２６年度）熊本県公私立高等学校連絡協議会出席者名簿

役　　　　職

学識経験者

熊本県立大学名誉教授

学校法人君が淵学園崇城大学入試広報部長

熊本県議会総務常任委員会委員長

熊本県議会教育警察常任委員会委員長

教育関係者

熊本県公立高等学校長会会長
熊本県立熊本高等学校長

熊本県公立高等学校長会副会長
熊本県立済々黌高等学校長

熊本県中学校長会会長
熊本市立江南中学校長

熊本県私立中学高等学校協会会長
文徳高等学校長

行政機関

熊本県教育庁県立学校教育局長

熊本県総務部総務私学局長

所　属　名

熊本市教育委員会 指導課

所　属　名

教　育　庁
県立学校教育局

高校教育課

総　務　部
総務私学局

私学振興課
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 席 次 表 

 

  会 長   副会長 
 

 

半藤 英明 委員  

 

  松村 秀逸 委員

  

前田 浩志 委員  

 

星田 正治 委員  

 

  

   
  

山本 朝昭 委員  

 

西山 宗孝 委員  

 

坂本 憲昭 委員  

 

竹下 文則 委員  

 

 

 

 

 

  横川  修  委員    工藤  晃  委員 

 

 

 ○ 

  
事務局   

 
 記 

 

 者 

 

 席 

 
 

 高校教育課 

 

私学振興課  

 ○ 

 

 ○ 

 
 
 

 

高校教育課 

 

私学振興課 

 
 
 
 

 

 高校教育課 

 

市教育委員会 
 

  

 

 

傍  聴  席 
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令和８年度（２０２６年度）熊本県公私立高等学校連絡協議会設置要綱 

 

（目的及び設置） 

第１条 本県の公私立高等学校に関する教育の円滑な進展に資するため、熊本県公

私立高等学校連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項を協議する。 

(1)  公私立高等学校の生徒収容に関する基本的事項 

(2)  その他関連する事項 

 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１２人以内で構成する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、知事が指名する。 

(1)  学識経験者 

(2)  教育関係者 

(3)  関係行政機関の職員 

 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、前条第２項の指名の日から令和９年（２０２７年）３月 

３１日までとする。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長それぞれ１人を置き、委員の互選によってこれを

定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、副会長がその職務を代理する。 

 

（会議の開催） 

第６条 協議会は、知事が招集し、会長が議長となる。 

 

（関係者の意見聴取） 

第７条 協議会は、必要があるときは関係者の出席を求めその意見を聞くことがで

きる。 

 

（協議会の庶務） 

第８条 協議会の運営に必要な事務は、総務部総務私学局私学振興課が、教育庁県

立学校教育局高校教育課と協議して処理する。 
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（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、知事が

定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和８年（２０２６年）４月２１日から施行する。 

２ この要綱は、令和９年（２０２７年）３月３１日限り、その効力を失う。 
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令和８年度（２０２６年度）熊本県公私立高等学校連絡協議会 

設置要綱の運用について 

 

要綱第３条の委員は１１人とし、次により選出することとする。 

(イ) 学識経験者   ４人 

県議会総務常任委員長 １人 

県議会教育警察常任委員長 １人 

公、私立大学関係者 各１人 

(ロ) 教育関係者   ５人 

公立高等学校長会の会長、副会長 

私立中学高等学校協会の会長、副会長 

公立中学校長会の会長 

(ハ) 関係行政機関の職員 

県教育庁県立学校教育局長、県総務部総務私学局長 

 

参考 関係通知 

○公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律 

（公立の高等学校の適正な配置及び規模）  

第四条  都道府県は、高等学校の教育の普及及び機会均等を図るため、その

区域内の公立の高等学校の配置及び規模の適正化に努めなければならない。

この場合において、都道府県は、その区域内の私立の高等学校並びに公立及

び私立の中等教育学校の配置状況を充分に考慮しなければならない。 
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選出区分等 氏　名 役　職　等

半藤　英明 熊本県立大学名誉教授

山本　朝昭
学校法人君が淵学園
崇城大学入試広報部長

松村　秀逸 熊本県議会総務常任委員会委員長

西山　宗孝 熊本県議会教育警察常任委員会委員長

前田　浩志 熊本県公立高等学校長会会長

坂本　憲昭 熊本県公立高等学校長会副会長

星田　正治 熊本県中学校長会会長

竹下　文則 熊本県私立中学高等学校協会会長

宮嶋　久美子 熊本県私立中学高等学校協会副会長

横川　修 熊本県教育庁県立学校教育局長

工藤　晃 熊本県総務部総務私学局長

令和８年度（２０２６年度）熊本県公私立高等学校連絡協議会委員名簿

学識経験者

教育関係者

行政機関
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